
デジタルインフラ整備基金助成事業 ７月公募
自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備事業のうち

携帯電話基地局高度化支援事業関係

2024年7月



© 2024 Communications and Information Network Association of Japan 1

公募HP

①CIAJトップページ
https://www.ciaj.or.jp/
＊「補助事業」タブ ⇒ 「デジタルインフラ整備基金」をクリック

②デジタルインフラ整備基金のページ
事業についての各種ご案内を掲載しています。
https://www.ciaj.or.jp/digital-infrastructure/
＊「公募等情報」欄 ⇒ 今回の公募情報の「公募期間」をクリック

③自動運転の社会実装に向けたデジタルインフラ整備事業のうち
携帯電話基地局高度化支援事業関係のページ
今回の公募についての情報を掲載しています。
https://www.ciaj.or.jp/ad_bsug01.html

https://www.ciaj.or.jp/
https://www.ciaj.or.jp/digital-infrastructure/
https://www.ciaj.or.jp/ad_bsug01.html
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公募の流れ

①応募について今回の公募のページ下部のお問い合わせフォームからご連絡
https://www.ciaj.or.jp/ad_bsug01.html#inner_contact
→こちらからご連絡先と資料の送付方法をご連絡ください。
◆資料の送付方法例：メール添付、CIAJの指定するファイル転送サービス、郵送

②ご連絡した送付方法で公募申請書を送付ください。

③結果の通知は全ての申請者に行います。

④採択された事業者はその後交付申請手続きとなります。

⑤交付決定通知前に契約・発生した費用は助成対象となりません。

https://www.ciaj.or.jp/ad_bsug01.html#inner_contact
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様式への記載例：公募申請書

㋐ 提出年月日(和暦)を記載ください。

㋑ 提出時点のCIAJ会長名【森川 博之】を記載ください。

㋓ ご担当者欄の電話番号には日中連絡が取れる直通の電話番号を記載してく
ださい。

㋒ 住所・社名・代表者氏名を記載ください。
※押印は不要です。
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様式への記載例：交付申請書

㋐ 貴社で発番した書類番号。公募申請の際は空欄、交付申請の際に記載くだ
さい。

㋒ 提出時点のCIAJ会長名【森川 博之】を記載ください。

㋕ 受けようとする助成金の額を記載ください。（「別紙１ 補助事業の概要」に記
載した助成金額も同様）
内示後は内示金額を上限として記載ください。
※交付申請額の下限は１００万円。
※千円未満の端数が生じたら、切捨て処理をする。

㋓ 住所・社名・代表者氏名を記載ください。※押印は不要です。

㋔ 補助事業の目的を記載ください。

⚫ 申請の単位は、基地局施設ごと（内示ベース）。
⚫ 公募申請時は件名末尾に「（案）」を付けてください。
⚫ 申請時は「※」や「注」の注意書きは削除してください。（以下同じ）
⚫ 全ての資料は元データを添付してください。

㋑ 公募申請の際は公募申請日(和暦)を記載。交付申請の際は、内示日以降
の日付(和暦)を記載ください。
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様式への記載例：別紙1 補助事業の概要

㋐ 社名・代表者氏名を記載ください。

㋑ 基地局の所在地を記載ください（工事概要書と同一）。

㋒ 工事が始まる時期を記載ください（例：交付決定後速やかに）。
工事概要書の「着工（予定）年月日」と同一。

㋓ 完了予定日(和暦)を記載ください。

㋕ 申請者及び共同で整備する事業者名を記載ください。

㋖ 市町村名及び地区名と高速道路上の分合流地点(SA/PA/IC/JCT)名を記
載ください。

㋗ 事業費に助成率を乗じて助成金額を記載ください。
（１０００円未満切り捨て）

㋔ 携帯電話などのサービス名を記載ください。
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㋑ 敷地用地の面積のイメージは、右記図の青
線で囲んだ部分。添付資料設計の概要図
に寸法が書いていない例があるので注意。

同額になることに留意

様式への記載例：別紙2 工事概要書

㋐ 申請書「別紙１補助事業の概要」の「施設の設置場所」と
同一を記載ください。

㋒ 取付道路部分の面積を記載ください。

㋓ ・購入の場合
括弧書きで購入先を記載 例：購入（○○○）

・借地の場合
例：借地（年○○円 借地期間○○年）

・既所有の場合
例：既所有（市有地）

・無償譲渡の場合
括弧書きで譲渡元を記載 例：無償譲渡（○○○）

※「購入」以外の場合、見積書上で用地取得費を計上してい
ないか注意する。

㋔ ・用地周辺の状況：「平地」又は「山地」を記載ください。
・取付道路の記載例：有（10ｍ）
※添付図面に取付道路が図示されていない例があるので注
意。

㋕ 不動産登記事務取扱手続準則(平成17年2月25日民二
第456号法務省民事局長通達）を参考に記載ください。
例：山林

㋖ 開発規制の内容を簡素に記載ください。
例：有（保有林）

㋗ 建物の構造の型を記載。（例：
地上設置型）。3類型に当ては
まるなら「建築面積」「延べ床面
積」は「－」を記載ください。

㋘ アングル型、鋼管柱、コンクリート柱等を記載ください。

㋙
(1) 着手(予定)年月日：補助事業としてスタートの日(例：入

札時期等）。
(2) 用地取得(予定)年月日：(購入・借地・無償譲渡)用地を

確保する予定日。既所有の時又は用地取得が不要な場合
は、「－」を記載。
※用地を確保して事業遂行できるかをみるため、借地等でも
用地取得年月日の記載は必要。

(3) 着工(予定)年月日：工事着工予定日を記載。申請書「
別紙１補助事業の概要」の「着工予定日」と同一。

(4) 完了(予定)年月日：申請書「別紙１補助事業の概要」の
「完了予定日」と同一。

㋚ 申請書「別紙１補助事業の概要」と同一。

㋛ 助成金の申請額を記載ください。
㋜ 借入金：金融機関等からの借り入れ等。

㋝ 自己資金：自社持ち出し。

㋞ その他：借入金・自己資金に分類できないものは括弧書き
で財源名を記載し、予算額欄に内訳金額を記載ください。
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様式への記載例：別紙3 暴力団排除に関する誓約事項

㋑ 内容を理解頂き下段のチェック欄に同意のチェックをして提出してください。

㋐ 申請者名を記載ください。
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様式への記載例：経費見積書総括表

【注意事項】
2シート目の「内訳書」とリンクされており数値は自動で入力されるため、原則本表
における記載事項は「件名」、「実施主体」、「施設の設置場所」のみ。

2シート目「内訳書」に入力した金額が自動で反映されます。
2シート目「内訳書」に金額をご入力ください。
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様式への記載例：経費見積書（内訳書）1/2

全体(整備事業及び一体施工
工事)の経費
※「補助対象部分」＋「補助対象
外部分」の合計額となること。 補助対象となる経費補助対象外の経費= ＋

【注意事項】
「金額」欄には「数量」×「単価」の数式が入ってます。
按分等により数式を利用しない場合は正しい計算となっている
ことをご確認ください。

「別紙１補助事業の概要」の事
業費の「施設・設備費」と合致す
ること。

【注意事項】
⚫ 該当する経費項目がない場合でも、着色されている

行は削除しないこと。

⚫ 行を追加した場合は、各集計行の数式を修正するこ
と。

⚫ 原則、小数点以下切り捨てで横の計算を行うこと。

⚫ 備考欄には、費用按分の有無、按分方法や単価等
の根拠を記載すること。必要があれば別紙扱いとして
もよい。

⚫ ソフトウェア経費など費目が詳細になる場合には、適
宜様式 で別紙にまとめること。（ソフトウェア経費につ
いては、マニュ アルで認められているもの（助成対象
）、そうでないもの（助成 対象外）の区分表を作成
すること） 

⚫ 按分の結果、金額に小数点が発生する場合には、助
成対象部分 は切り捨て、助成対象外部分は切り上
げして計算すること。

⚫ 「一式」で計上する場合は、備考欄に内訳を記載す
ることとし、大部に及ぶ場合等は、内訳を示す資料を
別に付すること。その際、どの費目に係るものか明らか
にすること。 
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様式への記載例：経費見積書（内訳書）2/2

注に従い、該当する項目について記入すること。

合計額

同額となること

=

用地取得費(鉄
塔施設関係・道
路費)は「別紙2
工事概要書」
２(３)で「購入
」の場合のみ費
用計上。

補償の内容を備考欄に記載。

「別紙１補助事業の概要」の事
業費の「用地取得費・道路費」と
合致すること。

「別紙１補助事業の概要」
の「事業費合計」と合致する
こと。
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⚫ 支障が無ければ迅速なご連絡を行うためオンラインによる送付を希望してください。
⚫ 本申出の内容が審査に影響することはありません。

㋐ 公募申請日(和暦)を記載ください。

㋑ 提出時点のCIAJ会長名【森川 博之】を記載ください。

㋒ 住所・社名・代表者氏名を記載ください。
※押印は不要です

㋓ いずれか１つを選択ください。

㋔ いずれか１つを選択ください。

様式への記載例：オンラインによる処分通知等に関する申出書
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様式への記載例：契約予定内容に関する調査票

㋑ 契約の内容：契約の内容を記載ください。

㋕ （１）で随意契約を予定している契約の「番号」を記載ください。

㋖ 随意契約を予定している場合は、随意契約を行う根拠及び具体的な理由を記
載してください。

㋐ 契約名を記載ください。
※契約名の重複がないように契約・調達の手配をしてください。

㋒ 「契約の形態」は注１、「見積社数」は注２、「見積額」は注３を参照ください。

㋓ 「随意契約」の場合は注４を参照ください。

㋔ （１）の契約において補助対象外の契約内容を記載ください。
※（１）の契約「番号」に対応する番号を記載ください。
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㋐ 書類の発出年月日(和暦)を記載ください。

㋑ 提出時点のCIAJ会長名【森川 博之】を記載ください。

㋒ 交付を受ける申請者の住所・社名・代表者氏名を記載ください。

㋔ 必ず「口座名義」を確認した上で記載ください。

㋓ 「新規」に【〇】を付けてください。

様式への記載例：口座設置届出書
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高度化施設の概略図
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「平面図・配置図・立面図」のイメージ
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「用地付近の見取り図及びサービス提供地域」のイメージ

取付道路が有る場合、道路の概略も記載す
るとともに、工事概要書 ２（４）の取付道
路の長さや平米数と合うようにすること。

〇m

〇m
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